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平成２８年度事業計画書

Ⅰ．従業員の教育・訓練事業の継続実施
協会の主要な事業の柱の一つとして、従来から推進してきた会員社の従業員の育成のた

めの研修会を、本年度もＮＨＫ放送研修センターに委託して継続実施することとする。例

年通り経験の浅い従業員を対象とした「ＴＶ番組演出基礎コース研修」と「ＴＶ制作技術

基礎コース研修」の２コースを同日に開催する。

１．「ＴＶ番組演出基礎コース研修」

（番組制作スタッフ向けコースとしては通算第３１回目）

実施予定期日 平成２８年６月１５日（水）・１６日（木）

対 象 新入社員及び比較的経験の浅い社員

募 集 人 数 約２０名

研 修 内 容 放送のガイドライン（共通）

番組の企画と構成・撮影の基本・編集の基本

スタジオ番組制作講義・スタジオ番組制作実習

収録番組の視聴・講評

２．「ＴＶ制作技術基礎コース研修」

（制作技術スタッフ向けコースとしては通算４３回目）

実施予定期日 平成２８年６月１５日（水）・１６日（木）

対 象 新入社員及び比較的経験の浅い社員

募 集 人 数 約２０名

研 修 内 容 放送のガイドライン（共通）

音声技術の講義と実習・照明技術の講義と実習

撮影技術の講義とＶロケ実習

収録作品の試写・講評

Ⅱ．派遣元責任者講習
派遣元責任者講習は厚生労働省の確認団体が実施することとなっている。昨年施行され

た改正労働者派遣法により、すべての事業者が許可制へと移行したため、受講者は増加傾

向にある。協会の事業運営上「派遣元責任者講習」は重要な事業であり、平成２８年度も

継続実施していく。

昨年度はは３０回開催、定員３,５８５名に対し、受講者実績は２,１３６名で受講率は、
５９.６％だった。平成２８年度は３０回、定員３,２５０名程度で実施する予定である。
講習受講料については昨年度同様とする。

受講料 会員５,０００円 非会員社７,０００円
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＜開催年月日・開催場所・受付日＞

開催日 定員 開催地

１ 平成２８年 ４月 ８日（金） １００ 東京

２ ４月１９日（火） １００ 愛知

３ ４月２０日（水） １５０ 大阪

４ ５月１３日（金） １００ 東京

５ ５月１９日（木） １００ 愛知

６ ６月 ２日（木） １００ 東京

７ ６月１０日（金） １００ 東京

８ ６月２２日（水） １５０ 大阪

９ ７月１２日（火） １００ 東京

１０ ７月２２日（金） １００ 東京

１１ ８月 ２日（火） １００ 東京

１２ ８月２５日（木） １００ 愛知

１３ ９月 ７日（水） １００ 大阪

１４ ９月１４日（水） １００ 東京

１５ ９月２７日（火） １００ 東京

１６ １０月 ４日（火） １００ 東京

１７ １０月１３日（木） １００ 東京

１８ １０月２６日（水） １５０ 大阪

１９ １１月 ８日（火） １００ 東京

２０ １１月 未定 １００ 東京

２１ １１月２９日（火） １００ 愛知

２２ １２月 未定 １００ 東京

２３ １２月 未定 １００ 東京

２４ 平成２９年 １月 未定 １００ 東京

２５ １月 未定 １５０ 大阪

２６ １月 未定 １００ 愛知

２７ ２月 未定 １００ 東京

２８ ２月 未定 １５０ 大阪

２９ ３月 未定 １００ 東京

３０ ３月 未定 １００ 愛知

受講者定員概算 ３,２５０名

東京会場 日本教育会館、きゅりあん 大阪会場 大阪府立労働センター

愛知会場 愛知県産業労働センター

＜告知方法＞

１．当協会のホームページに常時掲載する。アドレスは http://www.zhhk.or.jp
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２．（一社）日本人材派遣協会のホームページには、公益法人全実施団体の計画が掲

載してあり、各団体へリンクする。

アドレスは http://www.jassa.jp/employer/school.htmlhttp:
３．厚生労働省のホームページには全実施団体の計画が掲載してある。

アドレスは http://www.mhlw.go.jp/bunya/koyou/haken-shoukai09/schedule.html

Ⅲ．福利厚生制度の運営に関する事業
「全国放送派遣・団体定期保険（Ｂグループ保険）制度」について

この制度は、平成８年１月１日に発足し、平成２８年１月１日現在、加入社数３８社、

加入者数３,０５６名、総加入保険金２１７億９,５００万円と大きく発展している。
この制度の特長は、掛金が割安で平均年齢が若い事業所は更に安い点。さらに業務上業務

外に関わらず保証する点。随時新規加入できる等である。最近の経済状況を踏まえ、固定

費の削減のため団体保険を見直すべく、この保険制度に関する問い合わせも増えている。

加入率基準３５％達成のためには、さらに会員社事業所の追加加入が必要となる。受託保

険会社各社にも一層の営業努力を期待し、新たな加入社を得て加入率を高め、より一層の

スケ－ルメリットを享受出来る充実した制度となるよう努力を続けてゆく。

＜受託保険会社＞

日本生命保険相互会社（幹事社） 住友生命保険相互会社 第一生命保険株式会社

明治安田生命保険相互会社

Ⅳ．放送派遣相談センターの運営

平成１９年より放送派遣相談センターは、協会内に設置された「放送派遣相談センタ

ー運営委員会」により運営されている。「放送派遣相談室」は従来の通り、毎週水曜日

の午後に山田信幸相談員が対応する形で運営する。またメールでの相談は２４時間受付

ける。運営委員会では、例年通り１０月に「放送派遣相談Ｑ＆Ａ」を発行。１１月１５

日(火）に「平成２８年度派遣責任者セミナー」を開催。「地区別勉強会」を札幌と福

岡で開催する予定である。また、改正法により入職時研修や派遣労働者の教育訓練が、

派遣元事業者に義務付けられた。協会は平成元年より「スタッフ研修」を開催してきて

いるが、より受講しやすい研修制度を早急に構築する必要がある。

１．「放送派遣相談室」の運営

放送派遣相談センター設立から現在までの運営状況は事業報告の通りであり、年々その

活動状況が認知されてきている。昨年度の相談は改正労働者派遣法に関するものが多か

った。また、関連会社からは８割規制の相談が多く寄せられた。相談内容は多岐に渡り、

基本的な派遣契約書の書き方から、労働基準法、労働契約法の内容にも至っている。特

に改正法下の労働者派遣契約についての相談が顕著だった。今後も充実した相談センタ

ーの運用を目指したい。

２．「平成２８年度派遣責任者セミナー」の開催

例年通り「平成２８年度派遣責任者セミナー」を本年度は下記の要領で開催する。改正

http://www.mhlw.go.jp/bunya/koyou/haken-shoukai09/schedule.html
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労働者派遣法施行後の問題点がセミナーの中心となる予定である。

開催日時：平成２８年１１月１５日（火）１０：００～１７：００（予定））

開催場所：大崎ブライトコアホール

対 象：会員社・放送局・学校関係

定 員：３００名

３. 「地区別勉強会」の開催

平成２８年度は以下の地域で「地区別勉強会」を開催する予定である。

①「北海道地区勉強会」（札幌）

開催日：平成２８年７月頃

開催場所： 未定

②「九州地区勉強会」（福岡）

開催日：平成２８年１２月頃

開催場所： 未定

４．セミナ－・講演会等の開催

業界の事業運営の繁栄と発展に関わりの深い事項について、会員社従業員の研鑚のた

めのセミナー・講演会を積極的に企画し開催する。

①「平成２８年度派遣責任者セミナー」

別項記載の通り。

②「地区別勉強会」

別項記載の通り

Ⅴ．会報・印刷物・出版物等の発行配布及び諸活動
１．会報「放送派遣５１号」の発行

例年通り定時総会等、協会の活動をまとめた会報「放送派遣５ 1号」を７月に発行する
予定である。インターネットの普及等情報伝達手段の多様化に伴って会報の役割・位置

づけも変化している。しかし、協会主催の各種セミナーや改正労働者派遣法施行後の情

報等は非常に重要であり、記録として残す必要性があると考える。

２．会員拡大の取組み

現在１１２社の加盟会員社があるが、今年度も引き続き会員に魅力ある協会運営を努力

すると共に、未加入の事業者に協会への加入を働きかける。協会主催の様々な勉強会や

セミナーを継続している事で、在京以外の派遣元会社にも、協会の認識が広がりつつあ

る。今後も公益活動の機会を活用して会員拡大に取り組みたい。

３．その他

＊セミナ－・研修会記録等の作成・配布
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＊福利厚生制度等にともなう各種説明資料等の作成・配布

＊会員社名簿、協会案内等の作成・配布

＊労働者派遣法の改正に関する行政資料

＊「労働者派遣法」講習テキスト

＊協会ＰＲのパンフレットの作成・配布


